


復興から見える新たな日本の創造
　　　　—全国どこでも起こる大災害

岩手県山田町長　沼崎喜一氏
『二度と津波による犠牲者を出さない—復興における大命題』
山田町では、死者・行方不明者数 777人を数え（9月 7日現在）、54.2%の家
屋が被災しました。津波は人の命だけでなく、これまで築き上げた文化までも流
し去ってしまいました。

6月に「復興ビジョン」、12月には「復興計画」と、迅速な計画策定で復興を進めて
いるところです。この復興計画の基本理念のひとつが、「津波から命を守るまちづくり」で
す。そのために、被災した土地の復興・再生にとりくむと同時に、町民の高台や後背地
への移転をすすめていく
ことにしています。移転
にあたっては、震災前
の住民コミュニティの維
持や、住民同士の新た
なきずなの構築によっ
て、住民が主体となった、
新たな地域づくりを目指
していきます。

「復興ビジョン」では、被災し
た低い土地と高台とを使い分け
ることが、安全・安心な土地利
用配置として示されました。

当協会では、9月に、国際フォーラム「復
興から見える新たな日本の創造　全国ど

こでも起こる大災害」を開催しました。本
フォーラムを総括して東京都市大学・涌井史
郎教授より、震災からの復興にあたっての、
これまでの一極集中ではない多極分散・生活
優先のまちづくりや、人と人とのきずな・つ
ながりを再生する必要性について、ご講演い
ただきました。
また、末松義規 首相補佐官からは、「今を、
日本の自然の価値を再認識した、自然と調和
したまちづくりを始めるチャンス」ととらえ
た、新内閣の方向性をお話しいただき、閉会
いたしました。
ご講演いただいた海外および被災自治体の皆さまのご講演の一部をご紹介します。

スイス山間部の村では、雪崩から町を守るために
森を残しています。自然の恵みをいかした災害
リスクの低減と言えます。

「もともとあった生態系サービ
スをとりもどすインフラ整備
が災害対策には効果的です」
（マクニーリー氏）

ミズーリ州緊急事態管理庁副長官　ティモシー・ダイムラー氏
『アメリカにおける自然災害後の持続可能なまちづくり対策』
ミズーリ州は、洪水や竜巻、地震など、災害の多発する地域ですが、その災
害対策は、各自治体の首長がリーダーとなり、自治体が責任を持っておこなうと
いうシステムになっています。

1993年の大洪水の発生後、州では、氾濫原に建っていた 5,343軒の家屋を買
い上げ、住民を高台に移転させました。その結果、州全体で洪水リスクを大きく
低減させることができました。家屋のなくなった氾濫原は公有地化により自然に
戻され、一部は農園やレクリェーション、スポー
ツの場としても利用され、住民の健康増進に大
いに役立っています。高台移転により、住民は
洪水で被災する恐れがなくなり、同時に、不動
産の価値を高めることができたことで自治体は
固定資産税の収入が増え、両者にとってのメ
リット（win-win）となりました。

高台への移転では、トレーラに家
をのせて丸ごと移動する光景も見
られました。

「災害と隣り合わせの生活と、
災害から距離を置いた場所で
の新しい暮らし。あなたはど
ちらを選びますか ?」
（ダイムラー氏）

宮城県利府町長　鈴木勝雄氏
『「利府町復興元年」—これまで以上に素晴らしいまちづくりのために』
利府町は、「日本三景」のひとつ、松島湾に浮かぶ島々が、天然の防波堤の役

目を果たしたこともあって、幸いにも甚大な被害を免れました。わたしたちの町
では、役場庁舎に防災機能を持たせておいたことが功を奏し、多くの被災者を受
け入れることができました。
また、町内 25の全ての地区に自主防災組織
を設置して地域防災リーダーを育成してきまし
た。この取り組みは、被害の軽減や二次災害の
防止に大きく役立ったものと確信しています。
ハード面での防災対策だけでなく、ふだんの生
活の中で、となり近所のきずなを深めることで
救える命があるのだということを感じました。 バリアフリーの町民広場は、震災

時に給水拠点となりました

「行政の役割は、復興だけでな
く次の災害に備えることです」
（鈴木町長）

「『二度と津波による犠牲者を出
さない』を復興計画における大
命題としてかかげています」
（沼崎町長）

国際自然保護連合（IUCN）上席科学顧問　ジェフリー・マクニーリー氏
『減災と自然災害からの復興における原則』
火山国である日本は、地震や火山噴火といった激しい天災に襲われることが

はっきりわかっている国と言えます。わたしたちは自然現象をコントロールす
ることはできませんが、国土利用のプランニング次第で災害の発生を予防する
ことはできます。
インドネシアでの大津波の発生後、アジア諸国では復興のあり方を定めた「津

波災害からの復興と再建のための基本原則（カイロ原則）」が採択されています。
その第 1原則は、「津波被害の軽減のためには、海岸線に沿って建築物を建て
ない区域や自然の帯を設ける」
というものです。災害からの復
興には、その場所に本来あった
自然の恵み（生態系サービス）
をとりもどすことによって災害
リスクを減少させる視点が不可
欠です。
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